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研究要旨： 

 業務に携わる保健所職員の負担が大きいと考えられる精神保健福祉について、現状と今

後の在り方・課題等を検討するため本アンケート調査を行った。結果を踏まえ、研究班内

での議論を行った。「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」で示されている「協

議の場」は 8 割弱の保健所が何らかの形で設置をしていた。また、退院後の医療等継続支

援をはじめとして、重要だと考える事業への取り組みは基本的に行われていた。但し、住

まいの確保については、重要だと考えてはいるものの実際に取り組めている保健所は少な

かった。夜間対応は少人数(1 人以上 5 人未満)で待機料や出動時手当も少なく、対応翌日

も通常通り勤務をしている保健所が多く、働き方の在り方が課題である。にも関わらず、

約 4 割の保健所が、夜間対応は保健所が行うのが良いと考えており、一層働き方について

は検討していく必要があると考えられる。その他の課題として、通報対応で入院した患者

等の定量的な算定や年次推移の分析を行っている保健所が 1 割にも満たなかったことが挙

げられる。人材の育成や確保、人材はいるが分析に割く時間がない可能性も考えられる。 

 

 

Ａ．研究目的 

 保健所では種々の対人保健業務を行ってい

る。その中でも、精神保健福祉は、専門性が

求められ、患者本人だけではなく、その家族

や医療機関、市区町村との連携も必要であり、

業務に携わる保健所職員の負担は大きいと考

えられる。更に精神疾患を有する患者数は

年々増加していることから、負担は更に増加

していると考えられる。 

 また、平成 29 年から掲げられている、「精

神障害にも対応した地域包括ケアシステム」

の構築については、一部市区町村等を対象と

して、どの程度構築が図られているかを検討

した調査はあるが、保健所を対象とした調査

は我々が知る限りではなく、どの程度取り組

めているかの実態は不明である。 

従って、この分担研究は、直接対象者を支

援する対人業務の典型例としての精神保健福

祉についての現状と今後のあり方・課題等に

ついて検討することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 全国の保健所を対象として、令和 4

（2022）年 10 月～令和 5（2023）年 1 月に

メールによる調査を行った（詳細は総括研

究報告書参照）。また、研究班内での議論

及びフォーカスグループディスカッション

の結果等を踏まえて検討を行った。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

 ア)具体的な保健所活動の一例としての精

神保健福祉活動 
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 ①「精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステム(以下にも包括)」で示されている保健 

・医療・福祉関係者による「協議の場」の設

置や活用の状況では、回答した 286 保健所の

うち、“既存の会議体を「協議の場」として

設置した”が最も多く 55.2%であった。「協

議の場」を設置している回答の中では次いで、 

”新規に会議体を立ち上げた”が 15.7%、”

既存の会議体に、新たに部会等を追加して対

応した”が 6,6%であった。一方、”「協議の

場」を設置していない”が 16.8%あった。 

 ②回答のあった 286 保健所のうち、「にも

包括」の中で取り組んでいる事業で最も多か

ったのは(複数回答)、”退院後の医療等継続

支援(66.4%)”、”地域移行(62.9%)”、”普

及啓発(60.1%)”であった。次いで、家族支援

(57.0%)、研修(51.7%)、アウトリーチ支援(3

6.0%)、ぴあサポートの活用(32.9%)、構築状

況の評価(25.9%)、住まいの確保(13.6%)、そ

の他(13.3%)であった。いずれも該当しないと

いう保健所も 4.9%あった。これらの選択肢の

中で、現段階で取り組んでいない・取り組ん

でいるに関わらず最も重要だと考える事業は、

退院後の医療等継続支援(24.5%)、普及啓発 

(18.5%)、地域移行(17.1%)の順に多く、次い

でアウトリーチ支援(9.8%)、家族支援(6.6%)、

ぴあサポートの活用(4.9%)、構築状況の評価

(4.5%)、住まいの確保(4.2%)、研修(0.3%)と

なっており、その他が 8.4%あった。重要だと

考える事業(3 つ選択)は、退院後の医療等継

続支援(57.3%)、地域移行(48.3%)、家族支援 

(36.0%)、普及啓発(35.7%)の順に多く、次い

でアウトリーチ支援(31.5%)、ぴあサポートの

活用(22.4%)、住まいの確保(18.2%)、研修 

(14.7%)、構築状況の評価(13.3%)、その他 

(9.1%)であった。これらの結果より、最も重

要と考える事業及び重要だと考える事業を、

各保健所は優先的に実際に行っている可能性

が高いと考えられるが、住まいの確保につい

ては取り組みたいが実際に取り組むのが難し

い現状が垣間見える結果であった。 

 イ)精神保健福祉業務の夜間対応状況 

 通報対応等、夜間対応をすべて保健所で行

っているのは、回答のあった 286 保健所のう

ち 161 保健所の 56.3%であった。次いで、保

健所では行っていない(36.0%)、一部委託や分

担で行っている(7.0%)であった。約 4 割の保

健所が夜間対応を担っておらず、他に委託し

ている可能性が考えられる結果であった。 

 更に、夜間対応を一部でも行っている 181

保健所では、夜間対応を回す保健所所属職員

数は 1 人以上 5 人未満が最も多く 61.9%で、

次いで 5 人以上 10 人未満が 24.3%、10 人以上

15人未満が7.2%、20人以上が3.3%であった。

保健所により体制が異なる結果であった。夜

間対応を一部でも行っていると答えた 181 保

健所のうち、待機料は無回答(15.5%)を除いて

0 円が全回答を占めていた(84.5%)。 

 出動時 1時間あたりの手当も無回答が 40.9 

%あったが、その他では 0 円が最も多く全体の

49.7%を占め、次いで 2000 円以上 3000 円未満

が 5.0%、1000 円以上 2000 円未満が 1.7%とな

っていた。出動時 1 回あたりの手当は、無回

答 28.7%を除いて、0 円が最も多く 37.6%を占

め、次いで 1000 円未満 31.5%、1000 円以上

2000円未満1.7%、3000円以上0.6%であった。

待機料や出動時の手当が発生していない保健

所が多かった。 

 夜間対応の翌日を休みや勤務時間短縮とす

るルールがある保健所は、181 保健所のうち

8.8%に留まった。また、夜間対応を行った翌

日の勤務のおおかたの実態は、”夜間の出動

の有無に関わらず、翌日も通常勤務”が最も

多く 63.0%であり、その他 21.0％、”夜間の

出動があった場合は、翌日勤務時間短縮”9.4 

%、”夜間の出動があった場合のみ、翌日は休

み”3.3%、”夜間の出動の有無に関わらず、

翌日は休み”2.2%となっていた。夜間対応、

出動を行っても翌日は少なくとも勤務をして

いる保健所が多い結果であった。 

 これらの待機料や出動料、夜間対応・出動

後の翌日の勤務の在り方の実態は、今後の課 
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題と考えられる。近年では、2019 年 4 月から

「働き方改革関連法」が順次施行され、時間

外労働に関して事業所側の客観的な把握や上

限規制、残業時間の割増賃金率の引き上げ等

がなされるなど社会的に働き方が変化してい

る。更に、医療界でも 2024 年から医師の働き

方改革が開始される。この社会の変化の中で、

保健所職員の働き方や待遇の在り方は、今後

議論・検討されるべきであると考えられる。 

 勤務時間への配慮や手当等は、精神保健福

祉業務と他業務とのバランスが図られている

かどうかについては、181 保健所中、”原則

同一である”が最も多く 54.1%、次いで”そ

れぞれ規定されている”32.1%、”バランスを

図る方向性にある”11.6%の順になっていた。

精神保健福祉の通報対応等の365日24時間対

応の業務は、保健所以外が対応すれば良いと

考える保健所が、回答のあった全 286 保健所

のうち 57.3%を占め、保健所が対応するのが

良いと考える保健所は 42.0%であった。 

 ウ)その他 

 精神障害等への差別や偏見を解消するため

の取り組みについては(複数回答可)、”特に

なし”が 27.3%を占めた。取り組んでいる項

目では、”広告等への記載”が最も多く 37.

8%、”ホームページや SNS 等による発信”27.

6%、”事業所と連携した取り組み”22.0%、”

学校教育と連携した取り組み”12.6%となって

いた。その他という回答 25.9%の中で自由記

載では、市民に向けた講演会等の開催が多か

った。 

 通報対応で入院した患者のその後の再入院

率、または通報対応で入院した患者の過去に

入院歴のある割合等の定量的な算定や年次推

移の分析を行っている保健所は、回答のあっ

た全 286 保健所のうち 8.7%に過ぎなかった。 

 精神保健福祉に関わる管内の多様な関係機

関が情報交換を行う場は 91.3%の保健所があ

ると答えた。 

 精神保健福祉に関する業務は、保健所と市

町村保健センター等の役割分担を明確にする

か、一定の業務は両者とも行う等重層的に行

うかどのような形がよいと思うかという質問

に対しては、やや重層的が最も多く 43.0%、

次いでやや明確に分担 25.2%、重層的に分担

18.2%、明確に分担 12.2%という結果であった。

重層的・やや重層的が約 6 割、明確に分担・

やや明確に分担が約 4 割であり、現状として

市町村と保健所との役割分担の程度により回

答が異なっている可能性が考えられる。 

 

Ｄ．結論(今後の地域保健への提言) 

 ア)具体的な保健所活動の一例としての精神

保健福祉活動  

 多くの保健所が「協議の場」を設置し、重

要だと考える事業への取り組みを行っている。

その取り組みの中で、住まいの確保は重要だ

と考えるが、実際に取り組んでいる保健所が

少ない割合となっており、何らかの障壁があ

る可能性がある。 

 イ)精神保健福祉業務の夜間対応状況 

 保健所で夜間対応を行っている場合、多く

の保健所が少人数(1 人以上 5 人未満)で行っ

ており、更に待機料や出動時手当も 0 円や

1000 円未満の少額が多く、夜間対応翌日のル

ールはなく実態として夜間対応・出動を行っ

た翌日も勤務をしている。この現状として、

研究班会議内では、規則上有給休暇消化以外、

夜間対応の翌日を休みにできる制度がない自

治体が多い可能性が指摘された。しかし、約

4 割の保健所がこのような勤務状況下でも保

健所が夜間対応を行うのが良いと答えており、

保健師数や手当の財源確保、夜間対応にあた

る職員の働き方を考えていく必要性もあると

考える。 

 ウ)その他 

 精神障害者等への差別や偏見を解消するた

めの取り組みについては、行っていなかった

り、広告やホームページや SNS 等を利用した

ものが多く、連携した取り組みは少ない傾向

にあった。これは新型コロナウィルス感染症

によりマスメディアや SNS を利用する方が連
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携よりしやすかった可能性も考えられるが、

これらは興味がある人がターゲットとなりが

ちであり、連携した取り組みは何が障壁とな

っているかを今後検討する余地があると考え

る。 

 また、定量的な算定や年次推移分析は行っ

ていない保健所が約 9 割を占めており、客観

的な現状を把握することができていないと考

えられる保健所が多く、今後このような分析

を担える人材の確保や育成、また担えるもの

の時間をそれに割くことができない現状等が

課題として挙げられる。 
 

Ｅ．研究発表 

１．論文発表 
 特になし 
２．学会発表 
 特になし 
 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
特になし 

２．実用新案登録 
特になし 

３．その他 
特になし 

 

- 50 -


	
	（１）健康危機の事前対応
	管理基準の設定、監視業務等、健康危機の発生を未然に防止するための対策である。地方公共団体が統括する地域の状況を十分に把握し、保健所管轄区域において発生が予想される健康被害に応じた対策を講じることが重要である。健康危機発生時に備えた平時からの基盤整備が含まれる。既存のものも含め各種対応マニュアル等の整備、健康危機発生を想定した組織及び体制の確保、業務継続計画（BCP）の作成、地域包括ケアシステムを基盤とした関係機関との連携の確保、人材の確保、研修や訓練等による資質向上、施設、設備及び物資の確保、...
	（２）健康危機発生時の切り替え

	
	貴保健所について
	Ｑ３　所管市町村数（数字入力）
	Ｑ４　設置主体（単数回答）
	Ｑ５　管内人口（単数回答）
	Ｑ６　保健所の行政組織上の位置づけについてお答えください。（単数回答）
	Ｑ７　保健所の位置づけについてお答えください。
	①保健所の行政組織上の位置づけ（単数回答）
	②保健所長は議会の本会議に理事者として出席しますか。（単数回答）
	③保健所長は、所属長として職員の人事評価者となっていますか。（単数回答）


	Ａ　人材確保・資質向上について
	１　人材確保について
	Ａ１　次の専門職は、定常的に定数を確保できていますか。
	Ａ２　定数を充足させるために、貴保健所ではどのような取り組みを行っていますか。

	２　資質向上について
	Ａ３　各専門職の資質向上のために、行っている取り組み、または今後行いたい取り組みは何ですか。（複数回答可）
	Ａ３－２　Ａ３で選んだ取り組みのうち、最も力を入れたい取り組みはどれですか。
	Ａ４　それらを実行するためには、どのような条件が必要と考えますか。（複数回答可）


	Ｂ　行政内の連携について
	Ｂ１　保健所管内で特有の、または突発的な健康問題についての対応・事業を行うために、保健所（他事務所との統合組織の場合は、組織で）の裁量で使用できる予算がありますか。（単数回答）
	Ｂ１－１　その予算は、年間どの程度ですか。保健所の特定の事業に使用する経費を予算要求したものではなく、使途を保健所で決定できるもので、庁舎管理や消耗品等、例年定常的に必要なものを差しひいた金額についてお答えください。概数で結構です。（数字入力）
	Ｂ２　保健所の主要な活動内容や活動方針について、保健所長あるいは保健所幹部から市町村長（市区型保健所の場合は設置自治体の長）や市町村幹部に説明することはありますか。管内の最も一般的な市町村での実績ベースでお答えください。
	①市町村長（市区型保健所の場合は、設置自治体の長）へ（単数回答）
	②市町村課長へ（単数回答）

	Ｂ３　保健所と管内市町村（市区型保健所の場合は設置自治体内）の担当者間でよく連絡を取っていますか。管内の最も一般的な市町村を想定してお答えください。
	Ｂ４　管内市町村間の調整を行っていますか。
	①事業の進め方について管内で歩調を合わせるため（国保、健康増進、生活習慣病対策、母子保健等）（複数回答可）
	②広域に関わる関係機関（医療機関、福祉機関等）との連携を図るため（複数回答可）


	Ｃ　自助・共助・啓発・コミュニケーションについて
	Ｃ１　平時の保健所から住民に向けた情報発信は、どのような方法で行っていますか。
	Ｃ２　保健所事業の周知や健康危機発生時のリスクコミュニケーションにも通じる情報発信を積極的に行うために必要なことは、何だと思いますか。（複数回答可）

	Ｄ　精神保健福祉について
	１　具体的な保健所活動の一例として精神保健福祉活動について
	Ｄ１　「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」で示されている保健・医療・福祉関係者による「協議の場」について、貴保健所における設置及び活用の状況を教えてください。（単数回答）
	Ｄ２　貴保健所では、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」のどの事業に取り組んでいますか。（複数回答可）
	Ｄ３　Ｄ２の事業の中で貴保健所が重要だと考える事業を重要な順に３つ選び、その事業の選択肢番号をご回答ください。（重要だと考える事業は複数回答可、最も重要だと考える事業は単数回答）

	２　貴保健所における精神保健福祉業務の夜間対応状況について
	Ｄ４　通報対応等、夜間対応を行っていますか。（単数回答）
	Ｄ４－１　夜間対応は、何人の保健所所属職員で回していますか。通報等があった場合に、現場に行って対応する業務についてご回答ください。（数字入力）
	Ｄ４－２　夜間対応の手当（待機料及び出動時の手当）はいくらですか。手当が発生しない場合は、０円とご入力ください。
	待機料（数字入力）
	出動時の手当（１時間あたり）（数字入力）
	出動時の手当（１回あたり）（数字入力）

	Ｄ４－３　夜間対応の翌日を休みや勤務時間短縮とするルールはありますか。
	Ｄ４－４　夜間対応を行った翌日の勤務のおおかたの実態を教えてください。
	Ｄ４－５　勤務時間への配慮や手当等は、精神保健福祉業務と他業務とのバランスが図られていますか。最も近いと思われる選択肢を１つお選びください。
	Ｄ５　精神保健福祉の通報対応等の365日24時間対応の業務は、どの機関で対応すれば良いと思いますか。（単数回答）
	Ｄ６　精神障害者等への差別や偏見を解消するための取り組みを行っていますか。
	Ｄ７　通報対応で入院した患者のその後の再入院率、または通報対応で入院した患者の過去に入院歴のある割合等の定量的な算定や年次推移の分析を行っていますか。
	Ｄ８　精神保健福祉に関わる管内の多様な関係機関が情報交換を行う場はありますか。
	Ｄ９　精神保健福祉に関する業務は、保健所と市町村保健センター等の役割分担を明確にするか、一定の業務は両者とも行う等重層的に行うか、どのような形が良いですか。最もお考えに近いと思われる選択肢を１つお選びください。（単数回答）


	Ｅ　地域支援事業・地域包括ケアについて
	１　都道府県型保健所について
	Ｅ１　貴保健所は管内市町村の地域支援事業に関わっていますか。（単数回答）
	Ｅ１－１　貴保健所の関わり方はどのようなものですか。
	①都道府県庁が開催する市区町村向けの地域支援事業の研修会に、保健所担当者が参加している（単数回答）
	②管内市町村を対象に地域支援事業に関する会議を開催している（単数回答）
	③地域支援事業に含まれる各種事業（一般介護予防事業、認知症施策等）の目標を管内市町村と共有していないが、市町村が実践する過程を支援している（単数回答）
	④地域支援事業に含まれる各種事業（一般介護予防事業、認知症施策等）の目標を管内市町村と共有した上で、市町村が実践する過程を支援している（単数回答）
	⑤地域支援事業全体の目標を管内市町村と共有した上で、市町村が実践する過程を支援している（単数回答）
	⑥都道府県が設定した地域支援事業全体の目標を保健所・管内市町村と共有し、保健所が市町村を支援している（単数回答）


	２　市区型保健所について
	Ｅ２　管内の地域支援事業は、市区行政のどの部署が担っていますか。（単数回答）
	Ｅ３　地域支援事業に含まれる各種事業の目標を設定していますか。（単数回答）
	Ｅ４　地域支援事業全体の目標を設定していますか。（単数回答）

	３　新型コロナウイルス感染症対応における医療・介護連携について
	Ｅ５　貴保健所の管内で、新型コロナウイルスに感染した自宅療養者数が最も多かった時点の人数を教えてください。人数には施設療養者数を含めてください。
	①新型コロナウイルスに感染した自宅療養者数が最も多かった時点の人数（単数回答）
	②自宅療養者数の具体的な人数（数字入力）
	③新型コロナウイルスに感染した自宅療養者数が最も多かった時点（文字入力）

	Ｅ６　貴保健所は、新型コロナウイルスに感染した自宅療養者への往診等の医療体制について、保健所として何らかの対策を講じましたか。（単数回答）
	Ｅ６－１　どのような対策を講じましたか。（複数回答可）
	Ｅ６－２　対策を講じなかった理由は、何ですか。（複数回答可）
	Ｅ７　貴保健所は、新型コロナウイルスに感染した自宅療養者への介護保険サービス（訪問介護等）の提供体制について、保健所として何らかの対策を講じましたか。
	Ｅ７－１　どのような対策を講じましたか。（複数回答可）
	Ｅ７－２　対策を講じなかった理由は、何ですか。（複数回答可）
	Ｅ８　その連携調整は、どの組織・職種が担いましたか。（複数回答可）


	Ｆ　健康危機管理体制について
	Ｆ１　貴保健所では、健康危機管理に関する下記のマニュアルや業務継続計画（BCP）等を策定していますか。（複数回答可）
	Ｆ２　新型コロナウイルス感染症対策の今までの過程において、国の方針に沿って対応しましたか、設置自治体や保健所の方針で独自の工夫を行いましたか。
	Ｆ３　コロナ対応を経験したことから、病院機能の見直しや、日々の感染症診療の分担などの地域の医療との調整について、今後、中長期的に考えて、どこが担うのが良いと思いますか。（単数回答）
	Ｆ４　住民への直接的な業務と、体制づくり等の間接的な業務の比率について、コロナ後の「保健所活動」は、コロナ前と比べてどのようにすべきと思いますか。
	Ｆ５　健康危機事象が発生した際、保健所固有の業務が増大する場合、専門職種の応援体制は、どのような対応になっていますか。（複数回答可）
	Ｆ６　行政職員以外の地域の専門職や非専門職などについて、感染症パンデミックや災害等の今後の健康危機に向けて、平常時から確保、育成することについて、保健所の役割をどのように思いますか。（単数回答）
	Ｆ７　保健所が夜間休日を含めた健康危機管理対応を行う上で、今後改善した方が良いことはありますか。（複数回答可）

	Ｇ　今後の保健所活動について
	Ｇ１　健康格差の縮小に向けての保健所の役割は、今後どのようにすべきと思いますか。
	Ｇ２　住民のソーシャルキャピタルの醸成に向けての保健所の役割は、今後どのようにすべきと思いますか。（単数回答）
	Ｇ３　地域の公的機関、非営利機関、民間機関等の連携強化に向けての保健所の役割は、今後どのようにすべきと思いますか。（単数回答）
	Ｇ４　貴保健所では、下記のような活動を行っている中間支援組織（ＮＰＯや住民団体等の支援を行う組織）との連携はありますか。広域的に活動している中間支援組織との連携も含みます。（複数回答可）
	Ｇ５　貴保健所では、今後多くの保健所で実施すると良いと思われる特徴的な取り組みを行っていますか。例えば、目標設定をしながらの健康危機管理や、地域の多様な資源が協力し合う場の設定など、マネジメントのやり方に関するもの、事業展開に関するものなど含めてお考えください。（単数回答）
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